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分類 No. 質問 回答

1
構成団体について、株式会社と小売事業者の2社
での応募は可能でしょうか。

構成事業者は地域課題解決ができる団体及び事業
者を必須としております。地域課題解決ができる
団体とは、地域と連携してまちづくりを実施して
いる地域住民を主とした団体等を意味しており、
この団体によって地域の課題把握、合意形成等が
円滑化され、地域課題解決ができる事業者（法人
等）により、課題解決を実施することを意味して
います。
(募集要項3本提案募集の基本条件(8)(11)参照）

2
「地域課題解決ができる団体及び事業者」につい
て、該当会社が株式会社の場合、その証明はどの
ように記載すればよろしいでしょうか。

地域課題解決ができるか否かは、選定時に本市に
おいて提案内容等を考慮し判断させていただきま
すので、応募様式に従いご提出ください。なお、
地域課題解決ができる団体及び事業者については
No.1の回答をご参照ください。
(応募様式及び記載の留意点等参照)

3

連携について、構成事業者内の連携が評価の対象
となる認識でよろしいでしょうか。構成事業者外
との連携については計画に記載する必要はありま
すでしょうか。

「連携・協力等のあり方について、具体的かつ効
果的か」等の視点で評価いたします。これは個別
の取組に対し、支援体制が構成事業者内で構築さ
れているか等、主に様式８及び９において評価し
ます。また、構成事業者外との連携は、可能な範
囲で計画書に記載してください。
(横浜版脱炭素化モデル事業評価基準参照)
(応募様式及び記載の留意点等参照)

4
連携について、外部連携を想定する場合は構成事
業者としての参画が必須でしょうか。

事業期間中に一時的な関りのみを持つ事業者等、
事業実施のうえで関係する全ての事業者等を構成
事業者に参加させる必要はありません。
(募集要項３ 本提案募集の基本条件(8)参照)

5
事業期間中、構成企業や構成団体を変更する（と
なる）際はどういった手続きが必要でしょうか。

選定後、基本協定書の中で定めます。

6
事業期間中、地域の任意団体の活動終了、方針変
更などが発生し、構成団体からはずれる場合には
どのような手続きが必要でしょうか。

選定後、基本協定書の中で定めます。

7

提案が選定された後に、構成事業者の事情等によ
り取り組みの実施が出来なくなった際にどのよう
な手順・手続きが必要か教えていただけないで
しょうか。

選定後、基本協定書の中で定めます。

8
市の補助金と国（各省庁）の補助金を併用しても
よろしいでしょうか。
(国の補助金を来年度申請する可能性がある場合)

国並びに本市の補助金要綱等の規定に抵触するこ
とがなく、各々の補助金の使途が各補助金要綱に
応じて明確である場合には、併用が可能です。

9
財産処分の制限期間として、太陽光発電設備は５
年間という解釈でよろしいでしょうか。

太陽光発電設備を含む構造物は15年（ただし、蓄
電池電源設備は６年とする）としており、その他
の５年とは設計の成果品等としています。
(補助金交付要綱第18条第１項参照)
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10

令和４年に設計と工事が途中の場合でも、上限
500万円は出るものと考えてよろしいでしょう
か。また、令和５年工事完了の場合、令和６年の
市の財産支援の有無をご教授願います。

選定後、事業全体（通期）の基本協定書を締結し
ます。その後、各年度において補助対象事業を記
載した補助金交付を申請していただきます。
各年度の補助金交付申請書に掲載された設計・工
事が同年度の１月末までに完了する場合は、補助
金交付対象となります。
また、当初予定していた事業全体の工事が令和５
年度で完了した場合は、令和６年度の補助金交付
はございません。

11
補助金交付額の上限は、見積額が500万（税込
み）以上あれば上限額を交付頂けるということで
よろしいでしょうか。

補助金交付要綱等に準じて審査を行い、単一年度
の補助対象経費が500万円を超えた場合には500万
円が上限額となります。ただし、補助金は対象工
事等の完了後に所定の手続きを経た後の交付が原
則となります。

12

非化石証書の使用について言及がありますが、発
電設備への補助金ではなく非化石証書を用いた施
策に必要な設備の導入についても補助の対象に含
まれるという理解でよろしいでしょうか。また、
非化石証書を使用して購入した電力料金の費用に
ついて補助対象となるのでしょうか。

「補助金交付要綱第４条第１項」のとおり、地域
内発電設備等の脱炭素に資する施設整備を対象と
しています。

13

補助事業が複数年にまたがる場合において、１期
目に工事費の支払いまで至らない場合、2期目の
補助は500万円が上限となり、1期目の上限の500
万円は繰り越されず、3期目と合わせて1000万円
が上限となるのでしょうか、あるいは1期目の申
請自体から先の期間が繰り越されるのでしょう
か。

補助金は協定締結を初年度として令和４年度から
令和６年度までの連続する３か年度を対象とし、
単年度上限500万円としているため繰越はできま
せん。よって、1期目に補助金の交付ができな
かった場合、2期目と3期目各500万円が上限とな
ります。ただし、各年度予算の範囲内で交付しま
す。
(補助金交付要綱第４条第２項及び第４項)

14
単年度500万円が上限のうち、設計100万円の補助
金を受領した場合、その年の工事費の補助金は
400万円ということでしょうか。

ご質問のとおりです。ただし、各年度予算の範囲
内で交付します。

15
補助金申請は各年度ごとに申請が必要でしょう
か。また設計、工事はそれぞれで申請が必要とな
りますでしょうか。

補助金の交付申請は各年度の申請が必要です。ま
た、設計と工事を同時に申請ができる場合、統合
した形での申請が可能です。

16

横浜市補助金等の交付に関する規則第25条の但し
書に定められる点について、期間は本補助金要綱
第18条に記載されていますが、事業者側の都合で
事業を中止したい場合は補助金を返還することで
本事業を中止できる（要件を満たす）という理解
でよろしいでしょうか。

補助金の交付については、補助金規則に定めるも
ののほか、要綱により定めています。
よって、補助事業者が交付を受けた補助金等の全
部に相当する金額を市に納付した場合、財産の処
分の制限はなく、ご質問の通りとなります。
(補助金交付要綱第１条第２項)

17

提出した事業計画を進める中で、市場の状況等に
より設置設備の仕入れが遅れた場合などの際に、
交付申請や補助対象期間自体の変更（後ろ倒し）
が可能でしょうか。

やむを得ない理由により工期を変更する場合は補
助金交付変更申請書を提出し、本市が承認した場
合、補助金交付変更承認通知書をもって変更でき
ます。ただし、補助事業は当該年度の１月末日ま
でに完了する経費に限るため、1月末日を超える
工期に変更はできません。不測の事態が発生した
場合には、別途協議を行います。
(補助金交付要綱第４条第４項、第８条、第９条参
照)

18

太陽光パネル等を乗せる鉄骨架台の財産処分期限
は「その他（5年）」という考えで良いでしょう
か、あるいは「構造物（15年）」と見るべきで
しょうか。

太陽光発電設備を含む構造物は15年（ただし、蓄
電池電源設備は６年とする）となります。なお、
その他の５年とは設計の成果品等を意味していま
す。
(補助金交付要綱第18条第１項参照)
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19

要綱18条を踏まえたうえで、対象事業年度5年間
が終了する前に撤去や移設の可能性がある場合、
事業中止の手続き、補助金返納等の条件などはあ
るのでしょうか。また外部環境が変わっていくう
えで15年間の中で機器の撤去や更新が必要と判断
した場合はどのような協議が必要でしょうか。

財産の処分の制限は構造物は15年（ただし、蓄電
池電源設備は６年とする）、その他は５年として
おり、これを経過する前に廃棄等を行う場合、交
付決定内容等変更届出書・承認申請書（第16号様
式）を提出してください。また、協議の内容につ
いては「補助金交付要綱第18条第３項」のとおり
です。

20

脱炭素化の取り組みについては、明確な削減量の
算出が難しい取り組みも想定されるが、長期的に
脱炭素化に資する取り組みも提案として問題ない
でしょうか。

脱炭素化の取組としては再生可能エネルギーの地
産地消を基本条件としており、それ以外の取組に
ついては広く提案を募集しています。
なお、補助金交付の対象となる施設整備か否かの
判断は、あくまで基本協定書を締結したのちの各
年度の交付決定により通知します。

21
収支計画について、補助金に該当する部分におい
ては補助金の想定も見込んだ収支計画で問題ない
でしょうか。

ご質問のとおり、補助金交付の想定があれば、記
載してください。

22

運営収入・費用については、当該エリアで既に実
施しているまちづくり事業と連携した施策を実施
する場合、別途の事業で計上されているものとし
て、収入・費用を0円として計上して差し支えな
いでしょうか。

ご質問のとおり、既に実施しているまちづくり事
業において計上されている場合、0円として記載
してください。

エ
リ
ア

23
共通の性質を持っているエリアに関しては、実地
的に隣接するエリアでなくても一つのエリアとし
て提案を行ってよろしいでしょうか。

同じ地域課題を抱えている等、共通の性質を持っ
ているエリアであれば、地理的に隣接している必
要はありません。
エリア設定についての詳細説明は、提案書にご記
載ください。

24

事業者の意図に依らない事情（天災による被災
等）で、事業を継続ができないと判断した場合
に、協議方と必要な手続きについてご教示いただ
けませんでしょうか。

詳細は選定後、基本協定書の中で定めていきま
す。

25
自社では再エネ導入が難しい場合、例えば市所有
の未利用地の有効活用をさせて頂くことは可能で
しょうか。

市所有の未利用地の有効活用については、原則、
想定しておりませんが、市所有の未利用地活用が
事業を実施するにあたって必要な場合は、その旨
提案書にご記載ください。

26
評価に「地域の課題解決やまちづくり」の配点は
何点ありますでしょうか。

「横浜版脱炭素化モデル事業評価基準」のとおり
です。

27

今回の応募要件にある「地域課題の解決や賑わい
づくりを同時に実施するまちづくり提案とするこ
と」とは、どのような事業があてはまるのでしょ
うか。具体的な例などがあると助かります。

記者発表資料に掲載しているイメージ図におい
て、具体的な例示をしております。なお、取組に
ついては地域それぞれの特性に応じた提案として
ください。
(横浜市記者発表資料(令和４年７月１日横浜版脱炭
素化モデル事業の提案を募集)参照)

28

今回の応募要件にある「地域課題の解決や賑わい
づくりを同時に実施するまちづくり提案とするこ
と」にはたとえば「地域マイクログリッドの構
築」もあてはまるのでしょうか。

地域マイクログリッドの構築が、提案エリア内に
おける「地域課題の解決や賑わいづくり」に資す
る提案でしたら、要件に該当します。
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29

再生可能エネルギーの地産地消の観点から、地域
内発電の電力を地域で使用することとあるが、こ
こでいう地域とはただ単に提案したエリア内であ
れば良いということなのか、公共的に広く地域で
利用しなければならないのか。現在ある地域でメ
ガソーラーを計画しておりますが、このメガソー
ラーで発電した電力を全て地域で利用しなければ
ならないのか伺います。

再生可能エネルギーの地産地消とは、提案エリア
内で発電した電力を提案エリア内で使用すること
を指しています。また、補助金にて整備した施設
により得られる電力又は収益等は地域に利用する
こととしています。よって、補助金の交付により
設置した発電設備等は地域で利用、又は売電した
収益を地域課題の解決や賑わいづくりなどに活用
する必要があります。
一方、補助金の交付外の施設については用途を指
定していません。
(募集要項３ 本提案募集の基本条件(2)参照)
(補助金交付要綱第４条第３項参照)
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